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序 章 合併に関わる時代背景 
 

第１節 市町村合併に関わる時代背景 

１．地方分権型社会への適応と行政能力の強化 

地方分権改革の進展に伴い、市町村が行う行政サービスは、自らの判断と責任において決

定し実施することが求められています。そのため、これまで以上に市町村の行財政基盤の充

実強化を図るとともに、自治体としての政策形成能力の向上が望まれるところであり、人材

の確保と適正な配置、職員の専門能力の向上や機構改革等総合的に執行体制を強化する必要

があります。 

 

２．国・地方の財政悪化 

国及び地方自治体の債務残高が、平成14年度末には約698兆円に到達するなど、わが国の

財政は危機的状況にあるといわれています。 

現在、国は、国庫補助負担金制度と地方交付税制度の改革および地方への税源移譲を柱と

した三位一体の改革を進めており、その余波は地方財政にも重大な影響を及ぼしています。

そのため、地方交付税・国庫補助金の削減により厳しい財政運営を迫られることとなり、よ

り一層の効率化・スリム化が求められています。 

 

３．合併を手段とした住民福祉の向上 

少子高齢化の急激な進行により、これまでの社会構造が大きく変化してきています。保健・

医療・福祉といった行政サービスの需要が増大する一方で、少子化に伴う生産年齢人口の減

少が財源の確保に大きく影響し、このままでは市町村の行財政運営が一層困難な状況に迫ら

れることとなり、行政による社会保障や福祉サービスの維持・向上が困難になっています。

そこで、より行き届いた福祉サービスの維持・向上に最善を尽くすため、効率よく活動でき

るネットワークの形成、人材の確保等が求められています。 

 

第２節 合併の必要性と効果 

１．合併の必要性 

（１）財政基盤の強化 

社会全体が低成長時代に入り、国・地方を合わせた財政は、税収入が落ち込む中で、巨額

の債務残高を有するなど極めて厳しい状況にあります。 

本地域においても、人口の増加が期待できないことなどから市税・町税の伸びが見込めな

い一方で、高齢者への福祉サービスの増大や３市町の債務残高も334億円（普通会計平成15

年度末現在）に達するなど、今後の財政運営は一層厳しくなるものと見込まれます。 

こうした厳しい状況にあっても、市民サービスの低下を招くことなく、サービス水準を維

持・向上させていく必要があります。そのためには、限られた財源の中で、より効率的なサ

ービス体制の構築などにより、行財政運営の効率化、財政基盤の拡充強化が必要となってい

ます。 
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（２）行政能力の向上 

   市町村の行財政の効率性に関する研究によると、一般に人口10万人以上が効率的な市町村

規模であるといわれています。新市の人口は146,452人となるため、効率性を発揮しやすい

条件にあると考えられます。 

また、地方分権の進展に伴い、行政事務が多様化・高度化するため、これらに対応した職

員を確保し、高度に専門化した行政分野を担う専門的人材を育成するなど、地方分権時代の

受け皿となる組織体制を整え、職員の資質向上に努める必要があります。 

 

（３）多様な行政需要への対応 

少子高齢化や情報化の進展、女性の社会進出などの社会情勢の変化に伴い、行政需要は多

様化・高度化しています。このような行政需要に対応するためには、行政の企画立案能力・

総合調整能力の向上、専門職員の確保・養成など、総合的な行財政能力の強化が必要となり

ます。 

 

２．合併の効果 

 合併により、単独では設置が困難だった専任組織や職員の配置が可能になるなど、専門的

で効率的な行政サービスを提供する体制を整備することが可能になります。 

 また、人件費の削減効果、重複投資を避けることや財政規模の拡大による行政コストの節

減効果など、経常経費の削減を図ることが可能になります。このような大規模な経費の削減

を計画的かつ速やかに実行していくことで財政基盤を強化でき、効率的な行政運営が可能と

なります。 

 さらに、本地域は、地理的にも地域を分断する山や川などがない平坦で連続した地域であ

り、国道125号線など複数の幹線道路が３市町を横断していることから、市民は日常的に交

流し、３市町にわたって活動しています。また、ごみ・し尿処理や土地区画整理などは周辺

市町とともに一部事務組合を構成し対応しているなど、一つの生活圏として深い関わりのあ

る地域を形成しています。合併により本地域を一体的に捉えることで、従来の行政区域を越

えて広域的な道路網や新たなニーズに対応した施設整備、土地利用など、地域の特性を活か

したまちづくりの実現や広域的な取り組みを必要とする環境問題、産業振興などの事業をよ

り効果的に実施することが可能になります。 
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第１章 計画の策定方針 
 

第１節 計画策定の目的 

本計画は、古河市・総和町・三和町の合併による新しい市の将来像やまちづくりの方針を明ら

かにするものであり、合併後の長期的な行政運営の指針となるものです。 

これにより新市の速やかな一体感の確立、地域全体の活力と住民福祉の向上、地域の均衡ある

発展を効果的に推進していくこととします。 

第２節 計画の内容 

本計画は、新市建設の基本方針、新市建設の根幹となるべき事業、公共的施設の適正配置と整

備、及び新市の財政計画を中心に構成されます。 

第３節 計画の期間 

本計画は、合併期日の属する年度及びそれに続く25箇年度（平成17年度～令和12年度）としま

す。ただし、社会情勢や財政状況が著しく変化した場合、所定の手続を経て、見直しや変更を行

うこととします。 

第４節 策定における基本的な考え方 

本計画は、以下の視点を基本的な考え方として策定することとします。 

１．重点施策の選定 

構成市町の総合計画をはじめ、国・県などの関連計画との整合性を図るとともに、現在推進

している施策の分析・評価と、これを踏まえた合併による地域発展の戦略的施策の選定に努め

るものとします。 

２．計画課題の設定 

ハード・ソフト両面にわたる課題や、新たな行政需要を可能な限り想定し、これらを体系的・

関連的把握による計画課題を設定します。 

３．住民福祉の向上 

市民の多様化するニーズや意識の変化を把握し、市民生活に急激な変化を及ぼすことのない

よう、真に住民福祉の向上と新市の均衡ある発展に資する施策の推進及び公共的施設の適正配

置を立案します。また、組織及び運営の効率化の視点を取り入れたものとします。 

４．地域特性の発揮 

地域特有の風土・環境・文化、地域活動や市民活動などの地域特性を踏まえながら、「自立」

の視点を基本にした計画とします。 

５．健全な財政と着実な計画推進 

真に新市の建設に資する事業を着実に推進するため、適正な行財政運営に裏付けられた計画

とします。 
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第２章 構成市町の概況 
 

第１節 自然条件・地理的条件 

関東平野のほぼ中央、茨城県の西端に位置する本地域は、西側が埼玉県、北側が栃木県、東

側が結城市、八千代町、南側が五霞町・境町・坂東市と接しています。 

ほぼ全域にわたって平坦な地形で、気候も概ね温暖であることから、生活の場・生産の場と

して恵まれた自然条件にあるといえます。 

また、東京やさいたま市、宇都宮市

までの距離が50～60㎞という地理的

条件に加え、ＪＲ宇都宮線をはじめ、

国道４号や新４号バイパス等の交通

ネットワークが整備されていること

から、さいたま新都心、小山、宇都宮

との交流が盛んであり、近年、人口・

住宅・工業化の集積が進んできまし

た。 

 

第２節 沿革 

古河市は、「万葉集」や「吾妻鏡」に名前が出てくるなど、その歴史は古代にさかのぼりま

す。中世の室町時代、近世の江戸時代においても関東の政治・文化の中心のひとつとして栄え

ました。明治初期、廃藩置県により古河藩は、古河県、印旛県、千葉県へと編入、最終的に明

治８年に茨城県へと編入され、明治以降は製糸業が産業の支えとなっていました。昭和25年に

県内で４番目の市制施行、昭和30年の猿島郡新郷村との合併を経て現在の市域を形成しており、

県西地方の中核的な都市として発展しています。 

総和町は、昭和30年の猿島郡香取村、桜井村、勝鹿村、岡郷村の４か村合併により総和村が

誕生し、昭和43年の町制施行により現在の総和町の姿となりました。この間、新農村建設計画

や工業誘致条例の制定、首都圏整備法の都市開発区域の指定、丘里・北利根両工業団地や駒羽

根住宅団地の造成等により、純農村から田園工業都市的形態へと移り変わっています。 

三和町は、昭和30年の猿島郡幸島村、八俣村、結城郡名崎村の３か村合併により三和（みわ）

村が誕生し、昭和44年の町制施行により現在の三和（さんわ）町となっています。古くから農

業を中心として発展してきましたが、首都60㎞圏内という特性から、都市近郊型の露地野菜や

花き栽培等の新しい農業が展開されるとともに、住宅開発が進展するなど、現在は純農村型か

ら農住混在型の地域構造に変化しています。 

第３節 面積・土地利用 

本地域の総面積は123.58㎢であり、その92％に当たる113.90㎢が可住地となっています。平成

16年の土地利用を地目別に見てみると、田・畑が45.28％と最も多く、続いて宅地21.34％、山林・

原野7.83％となっています。平成６年と比較すると、宅地の割合が増加している一方で、農地

や山林・原野など自然的土地利用の割合が減少していることが分かります。 

八千代町 

八千代町 

結城市 

三和町 

境町 
坂東市 

宇都宮市 

小山市 

さいたま市 

水戸市 埼玉県 

古河市 

五霞町 

栃木県 

総和町 
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第４節 人口・世帯 

（１）人口の推移 

平成12年の国勢調査によると、本地域の総人口は146,452人で、20年前の昭和55年と比較する

と24.4％増となっています。 

しかしながら、ここ４年間の人口動態を見てみると、合計では若干の人口増加を保っている

ものの、社会動態については転出が転入を上回っており、また、さらに今後、少子化が進行し

ていくと人口の大幅な減少につながることが懸念されることから、人口の定着化を図るための

まちづくりを推進していくことが重要な課題であるといえます。 

【人口の推移】 

 
（資料：国勢調査） 

（２）年齢別人口 

平成12年における本地域の年少人口（０～14歳）は、22,949人で、過去20年間で23.85％の減

少となっており、少子化の進行がみられます。 

一方、人口の増加に伴い、生産年齢人口（15～64歳）も増加しており、平成12年では102,450

【地目別面積の推移】

平成6年 平成16年 平成6年 平成16年 平成6年 平成16年 平成6年 平成16年

古河市 21.00 5.67 5.24 5.87 6.22 0.42 0.31 9.06 9.23

総和町 52.80 26.20 24.76 10.23 11.56 5.50 4.60 10.87 11.88

三和町 49.78 27.11 25.96 8.17 8.59 5.57 4.77 8.93 10.46

合計 123.58 58.98 55.96 24.27 26.37 11.49 9.68 28.86 31.57

構成比 100.00 47.73 45.28 19.64 21.34 9.30 7.83 23.35 25.55

（単位：㎢、％）

（資料：固定資産概要調書）
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【人口動態】

転入 出生 計 転出 死亡 計

平成12年 6,247 1,342 7,589 6,406 1,037 7,443 △ 159 305 146

平成13年 6,609 1,371 7,980 6,823 1,000 7,823 △ 214 371 157

平成14年 6,094 1,318 7,412 6,468 1,039 7,507 △ 374 279 △ 95

平成15年 6,164 1,309 7,473 6,421 1,127 7,548 △ 257 182 △ 75

（資料：常住人口調査）

（単位：人）

社会動態 自然動態 増減数
増加人口 減少人口
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人と、昭和55年と比較して30.09％の増加となっていますが、全体人口に対する割合は減少傾向

にあります。 

また、老年人口（65歳以上）の割合は、14.4％となっていますが、全国や県と比較するとそ

の割合は低いものの、過去20年間で139.35％増と急激な増加をみせています。 

これらのことから、本地域においても少子高齢化が進行しているため、少子化対策と持続的

な雇用対策により、生産年齢人口を維持していくことが、地域活力の向上を図る上で重要であ

ると考えられます。 

【年齢３区分別人口の推移】                         （単位：人、％） 

  

  
昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 

増減率 

(S55～H12) 

古河市 

0～14 歳 13,467  12,243  10,440 9,490  8,694  △35.44  

15～64 歳 38,804  40,036  41,325 41,369  40,026  3.15  

65 歳以上 4,382  5,262  6,465 8,182  10,007  128.37  

総和町 

0～14 歳 9,868  10,415  9,403  8,432  7,551  △23.48  

15～64 歳 24,138  27,869  31,778  33,866  34,590  43.30  

65 歳以上 2,325  2,908  3,663  4,760  5,865  152.26  

三和町 

0～14 歳 6,803  8,603  8,672  8,163  6,704  △1.46  

15～64 歳 15,810  19,913  24,104  27,414  27,834  76.05  

65 歳以上 2,088  2,582  3,388  4,276  5,179  148.04  

合計 

0～14 歳 30,138  31,261  28,515 26,085  22,949  △23.85  

15～64 歳 78,752  87,818  97,207 102,649  102,450  30.09  

65 歳以上 8,795  10,752  13,516 17,218  21,051  139.35  

構成比 

0～14 歳 25.6 24.1 20.5 17.9 15.7 △9.9 

15～64 歳 66.9 67.6 69.8 70.3 70.0 3.0 

65 歳以上 7.5 8.3 9.7 11.8 14.4 6.9 

（資料：国勢調査） 

（３）世帯数の推移 

平成12年における本地域の世帯数は、46,859世帯となっており、過去20年間で56.20％の増加

となっています。１世帯当たりの人員は、昭和55年が3.92人であったのに比べ、平成12年は3.13

人に減少し、核家族化が進んでいます。 

【世帯数の推移】 

 
（資料：国勢調査） 
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【１世帯当たりの世帯人員の推移】                     （単位：人、％） 

 昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 
増減率 

(S55～H12) 

古河市 3.54  3.40  3.22  3.06  2.88  △18.64  

総和町 4.00  3.63  3.41  3.21  3.11  △22.25  

三和町 4.40  4.14  3.90  3.62  3.45  △21.59  

合計 3.92 3.66 3.47 3.28 3.13 △20.34 

（資料：国勢調査） 

第５節 産業構造 

（１）就業人口 

平成12年における本地域の就業者数は、75,562人で、そのうち第３次産業が39,460人と最も多

く、サービス業を中心に増加してきており、平成12年には就業人口の半数以上を占めています。

つづいて第２次産業の31,260人で、その８割近くが製造業従事者です。 

第１次産業従事者は4,170人と少なく、年々減少傾向にあり、優良農地の保全を促進していく

ためには、農業従事者の確保・育成が必要となっています。 

【産業別就業人口（平成 12年）】                       （単位：人、％） 

 
就業者 

人口 

第 1 次産業 第 2 次産業 第 3 次産業 失業者 

人口 人口 割合 人口 割合 人口 割合 

古河市 29,007  413  1.42  10,351  35.68  18,193  62.72  1,630  

総和町 25,835  2,003  7.75  11,552  44.71  11,872  45.95  992  

三和町 20,720  1,754  8.47  9,357  45.16  9,395  45.34  1,043  

合計 75,562  4,170  5.52 31,260  41.37 39,460  52.22 3,665  

（資料：国勢調査） 

【業種別就業者数の推移（３市町計）】                     （単位：人） 

   昭和 55 年 昭和 60 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 

就業者数 56,847 63,330 71,040 75,980 75,562 

産
業
分
類
別
就
業
者
数 

  

  

  

第１次産業 

農業 8,637 7,149 5,743 4,777 4,157 

林業 3 41 10 4 10 

水産業 13 7 4 3 3 

  8,653 7,197 5,757 4,784 4,170 

  

  

  

第２次産業 

鉱業 12 16 5 6 13 

建設業 4,692 5,210 6,613 7,498 7,095 

製造業 19,291 22,741 25,649 25,548 24,152 

  23,995 27,967 32,267 33,052 31,260 

  

  

  

  

  

  

第３次産業 

卸売小売飲食業 10,679 11,929 13,422 15,049 15,534 

金融保険不動産業 1,434 1,601 2,048 2,211 1,948 

運輸、通信業 3,301 3,732 4,439 5,264 5,604 

電気ガス水道業 243 278 273 301 288 

サービス業 6,467 8,349 10,418 12,657 13,694 

公務 2,051 2,205 2,339 2,511 2,392 

  24,175 28,094 32,939 37,993 39,460 

分類不能 24 72 77 151 672 

（資料：国勢調査） 
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（２）農 業 

本地域の農業は、総和町、三和町を中心に展開され、主に米・野菜・花きなどが生産されて

います。古河市の割合が低いことから、３市町合計の農家率、農家人口率が県と比較して大幅

に低くなっているものの、１農家当たりの経営面積は、県のそれと比べると大きくなっており、

比較的大規模の農家が多いといえます。農家人口率は、ここ10年間で4.3ポイント減少しており、

農業従事者の高齢化や後継者不足も予想されることから、経営の近代化や労働環境の改善を図

り、生産性の高い魅力ある農業を確立していくことが課題といえます。 

【農家の状況（平成 12年）】                      （単位：戸、人、a） 

 
粗生産額

（百万円） 

農家数 

農家率 農家人口 
農家人口

率 

経営面積 

自給的 

農家 
販売農家 合計 面積 

1 農家 

当たり 

古河市 670  102  276  378  1.9 1,752 3.0 27,951 73.9 

総和町 6,870  218  1,331  1,549  10.3 7,742 16.1 183,184 118.3 

三和町 6,770  245  1,321  1,566  13.7 7,984 20.1 198,819 127.0 

合計 14,310  565  2,928  3,493  7.4 17,478 12.1 409,954 117.4 

県合計 414,670  24,781 103,239 128,020 13.0 588,056 19.7 13,639,432 106.5 

（資料：生産農業所得統計、農林業センサス） 

【農家人口の推移】                           （単位：人、％） 

 
農家人口 農家人口率 

平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 

古河市 2,303 2,023 1,752 4.0 3.4 3.0 

総和町 10,191 8,910 7,742 22.7 18.9 16.1 

三和町 10,321 9,004 7,984 28.5 22.6 20.1 

合計 22,815 19,937 17,478 16.4 13.7 12.1 

（資料：農林業センサス） 

（３）商 業 

本地域の商業の状況を見てみると、商店数は減少しているものの、１店舗当たりの売場面積

は拡大してきています。これは、近年のモータリゼーションの進展とともに、本地域を縦・横

断する国道４号や十間道路、国道125号等の沿線を中心に大型小売店舗など多くの路面店舗が

出店される一方で、既存商店が減少してきていることが要因として挙げられます。また、年間

商品販売額が減少し、中心市街地には空き店舗がみられることから、消費者ニーズに的確に対

応した魅力ある経営と商店街の形成が求められています。 

【商店数、従業者数、年間商品販売額及び売場面積の推移】    （単位：店、人、千万円、㎡） 

 
商店数 従業員数 年間商品販売額 

売場面積 

総面積 １店舗当たり 

平成 11 年 平成 14 年 平成 11 年 平成 14 年 平成 11 年 平成 14 年 平成 11 年 平成 14 年 平成 11 年 平成 14 年 

古河市 1,026  954  6,126  5,857  14,149  11,217  107,580 107,038  104.9  112.2  

総和町 515  481  4,069  3,737  11,487  10,108  59,203 67,904  115.0  141.2  

三和町 379  354  2,416  2,285  5,856  5,259  28,686 32,058  75.7  90.6  

合計 1,920  1,789  12,611  11,879  31,493  26,584  195,469 207,000  101.8  115.7  

            （資料：商業統計調査） 
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（４）工 業 

工業については、総和町において昭和30年代後半から工業団地の造成が進められ、大規模工

場を中心に製造業が急増し、平成14年には県内で、従業者数３番目、製造品出荷額７番目の工

業都市となっています。しかしながら、ここ10年間は３市町とも事業所数、従業者数、製造品

出荷額が減少しています。 

また、住宅と工場が混在している地域があるなど、工業専用地域や工業地域への集積と環境

負荷を考慮した取組が課題となっています。 

【製造業事業所数、従業者数及び製造品出荷額等】        （単位：箇所、人、百万円） 

 
事業所数 従業者数 

１事業所当たりの従業員

数 
製造品出荷額等 

平成 4 年 平成 14 年 平成 4 年 平成 14 年 平成 4 年 平成 14 年 平成 4 年 平成 14 年 

古河市 183 95  3,648 2,384  19.9 25.1  66,305 37,848  

総和町 223 183  14,826 12,570  66.5 68.7  400,014 362,429  

三和町 234 185  3,960 3,313  16.9 17.9  62,943 54,743  

合計 640 463  22,434 18,267  35.1 39.5 529,262 455,020  

（資料：工業統計調査） 
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第３章 関連計画の概要 

第１節 茨城県総合計画 

茨城県総合計画～「新しい茨城」への挑戦～は、概ね2050年頃を展望した「新しい茨城」づく

りのグランドデザインを示した将来構想と、2018年から2021年までの4年間に挑戦する政策・施

策・取組を総合的かつ体系的に示した基本計画などからなる県政運営の指針となるものです。 

人口減少時代を迎える中でも、県民一人ひとりが本県の輝く未来を信じ、「茨城に住みたい、

住み続けたい」人が大いに増えるような、「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現を基本

理念として掲げ、4つのチャレンジや、すべての施策展開を支える基盤として「挑戦する県庁」へ

向けた取組などを推進します。 

また、地域づくりの基本方向において、本市を含む県西地域は、圏央道新産業クラスターゾー

ンに位置付けられており、東京圏に近いという地理的優位性を活かした新たな産業拠点形成など

による地域の発展が期待されています。 

【茨城県総合計画の概要】 

将来構想 基本理念「活力があり、県民が日本一幸せな県」 

計画推進の 

基本姿勢 

１ 県民とともに挑戦する「新しい茨城」づくり 

２ 未来を展望した政策展開 

３ 戦略的な行財政運営 

４ 政策の効果検証・改善による目標実現へのチャレンジ 

基本計画 

４つのチャレンジによる「新しい茨城」づくり 

・「新しい豊かさ」へのチャレンジ：力強い産業の創出とゆとりある暮らしを育み、新し

い豊かさを目指します。 

・「新しい安心安全」へのチャレンジ：医療、福祉、治安、防災など県民の命を守る生活基

盤を築きます。 

・「新しい人財育成」へのチャレンジ：茨城の未来をつくる「人財」を育て、日本一子ども

を産み育てやすい県を目指します。 

・「新しい夢・希望」へのチャレンジ：将来にわたって夢や希望を描ける県とするため、観

光創生や魅力度向上を図ります。 

県西地域 

地域づくりの 

基本方向 

目指す将来像 

・圏央道新産業クラスターゾーン：東京圏に近いという地理的優位性を活かし、自動車産

業や流通業などの立地により地域産業が活性化した一大産業拠点を形成しています。 

・筑波山西部伝統・未来産業ゾーン：鉄道沿線地域の良好な住環境の整備などを促進し、

日本を代表する大規模園芸農業に加え、伝統的な地場産業や先端技術を活用した新たな

産業がバランスよく発展した経済圏を形成しています。 

「挑戦する県庁」

への変革 

行財政運営の基本方針を「未来に希望の持てる新しい茨城づくりに向けて「挑戦する県

庁」への変革」とし、全職員が一丸となり、「県民本位」「積極果敢」「選択と集中」の 3つ

の基本姿勢で、県庁の変革にチャレンジしていきます。 

＜取組の柱＞ 

取組１ 挑戦できる体制づくり 

① 「人財」育成と実行力のある組織づくり 

② 働き方改革の推進 

③ 多様な主体と連携した県政運営 

取組２ 未来志向の財政運営 

① 戦略的な予算編成と健全な財政構造の確立 

② 出資団体改革の推進 
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第２節 茨城西南地方広域市町村圏計画 

茨城西南地方広域市町村圏計画は、圏域市町村が連携して個性的で魅力ある地域づくりを進め

るために、茨城県西南地方の３市７町１村によって構成される茨城西南地方広域市町村圏事務組

合において、平成13年度から平成22年度までを計画期間として策定されたものです。 

圏域の将来像を「みどりと交流のネットワークが生きがいと利便性を高める、雄大な田園文化

都市圏の形成－Green＆Communication Network Area－」と設定し、暮らし、産業、文化面にわた

る圏民生活の構造変化に対応した、都市機能と田園的な環境に優れ、個性豊かな定住圏の確立を

目指しています。 

本地域は、「古河地区」ブロックと圏内で位置づけられ、工業の高度化と農業の振興を推進す

るとともに、古河・総和新都心とその周辺開発など、商業・業務機能をはじめとする都市的な機

能の集積による首都圏の一翼を構成しつつ、圏域の中核機能及び交流拠点としての役割を担うこ

とを目指しています。 

 

【茨城西南地方広域市町村圏計画の概要】 

将来像 みどりと交流のネットワークが生きがいと利便性を高める、 

       雄大な田園文化都市圏の形成 

－Green & Communication Network Area－ 

施策の大綱 1.都市機能の整備と緑豊か

な土地空間の活用をめざ

して 

○土地利用の基本構成の確立 

○交通・通信ネットワークによる圏域の都市機能の向上 

○水資源の確保 

○供給処理施設の整備 

○緑と都市景観の整備・演出 

2.快適空間とゆとりある地

域社会をめざして 

○快適でくらしよい生活環境づくり 

○安全な圏域づくり 

3.健康と福祉に優れた地域

社会をめざして 

○健康を誇りとする生活圏域づくり 

○心のゆとりを生む福祉環境づくり 

4.創造性を育み、生きがい

と社会参加を実現する圏

域をめざして 

○未来を担う人づくり 

○生きがいづくり 

○地方文化の創造 

○健康づくり 

○ふれあいと出会いの演出 

5.緑の生産空間と創造的産

業の融合する活力ある圏

域をめざして 

○環境と融合した地域産業づくり 

○新たな産業拠点・産業分野の開拓 

○構造変化に対応した就労・消費の環境づくり 

6.効率的な運営システムを

導入した圏域をめざして 

○広域行政の近代化 

○健全な行財政運営 

「古河地区」が担う

機能 

商業・業務機能をはじめとする都市的な中核機能と、特色ある農業・工業を振興し、

首都圏の一翼を構成しつつ、圏域の中核機能及び交流拠点としての役割を担う。（中

核的機能を有するゾーン） 
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第３節 古河市総合計画 

第1次古河市総合計画では、「風格と希望に満ちた“いきいき古河”」を基本理念とし、当市が

県西地域の中心的な都市として「風格と希望」を備えたまちとなり、「古河市に住んでよかった」

と感じられるような街づくりを目指し、取り組んでまいりました。 

第２次古河市総合計画は、平成28（2016）年度から令和17（2035）年度までの20年間における

まちづくりの基本的な指針となるものであり、未来の “めざすまち”とそれを実現するための施

策の大綱を定めるものです。『華のある都市(まち) 古河』を“めざすまち”の姿と定め、6つの

分野別の基本方向と、その下支えとなる内部マネジメントの方針を掲げ、総合的かつ体系的に具

体的施策により「古河市に住みたい、住み続けたい」と思われるまちづくりを推進していきます。 

令和元（2019）年度を目標年次とする第1期計画では、『市民と共に未来へ誇れるまちづくり』

を市政宣言として掲げ、それぞれの分野において、効率的で効果的な施策を展開してきました。 

令和2（2020）年度から令和5（2023）年度を計画期間とした第2期計画では、第1期計画の取組

の成果を維持し、さらなる発展を目指すこととしています。 

 

【古河市総合計画の概要】 

 第 1次古河市総合計画 第 2次古河市総合計画 

計画期間 2007年度～2016年度（10か年） 2016年度～2035年度（20か年） 

将来像 

風格と希望に満ちた“いきいき古河” 

 

＜将来の都市のイメージ＞ 

１ みんなで考え、自ら都市を築く機能 

２ 快適な生活環境を支える機能 

３ 活力を生み出す機能 

４ 自然と共生する機能 

華のある都市
ま ち

 古河 

～はなが好き、ひとが好き、古河が大好き～ 

 

＜未来の“めざすまち”の基本方向＞ 

１ 住み続けたい・住んでみたい、良好な暮ら

しの環境があるまち 

２ 訪れてみたい・働いてみたい、地域資源が

活かされ活力があるまち 

３ 明日につなぎたい・受け継ぎたい、次世代

へとつながれていくまち 

分野別 

施策の大

綱 

１ コミュニティ・行政 

市民主体の行政とみんなで築く“地域”づくり 

２ 福祉健康 

互いに支え合う福祉と健康の“社会”づくり 

３ 教育文化 

健やかな市民と文化を育む“人”づくり 

４ 産業労働 

活力と元気にあふれた人の集まる“魅力”づくり 

５ 生活環境 

自然と共生した安全で快適な“暮らし”づくり 

６ 都市基盤 

みらいを見据えた都市の“基盤”づくり 

 

 

１ 市民協働 

地域のみんなで古河をつくる 

２ 健康福祉 

互いに支え合う古河をつくる 

３ 教育文化 

人が育ち文化の息づく古河をつくる 

４ 産業労働 

活力と賑わいのある古河をつくる 

５ 生活環境 

安全で快適な古河をつくる 

６ 都市基盤 

魅力的で利便性の高い古河をつくる 

７ 行財政 

古河づくりを支える行政経営 
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第４章 主要指標の見通し 

第１節 人口 

本市の人口は、平成12年をピークとして人口減少が進み、国立社会保障・人口問題研究所が平

成30年3月に発表した『日本の市区町村別将来推計人口』においても、本計画の目標年度である令

和12年には直近の国勢調査結果である平成27年と比較して約13,000人減の約128,000人と推計さ

れています。 

本市の総人口については、これまでの常住人口の推移や住民基本台帳の実績からみると、上記

推計よりも減少傾向が緩やかであることに加えて、名崎工業団地の本格稼働により流入人口が増

加しているとともに、新たに整備している仁連工業団地への企業進出によるさらなる流入人口の

増加が見込まれます。 

このようなことから、本計画では、令和12年度の目標人口を131,000人と設定し、これを前提と

して施策の展開を図ってまいります。 

 

 
※令和2年以降は推計値 
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17,218 21,051 25,324 
30,304 

35,974 40,035 41,412 41,609 
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新市人口の推計

0～14歳 15～64歳 65歳以上 総人口

【新市人口の推計】

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年

総人口 146,010 146,452 145,265 142,995 140,946 138,498 135,291 131,477

0～14歳 26,085 22,949 20,651 18,824 17,562 16,367 15,504 15,410

構成比 17.9 15.7 14.2 13.2 12.5 11.8 11.5 11.7

15～64歳 102,649 102,450 99,277 93,698 87,054 82,096 78,375 74,458

構成比 70.3 70 68.3 65.6 61.9 59.3 57.9 56.6

65歳以上 17,218 21,051 25,324 30,304 35,974 40,035 41,412 41,609

構成比 11.8 14.4 17.4 21.2 25.6 28.9 30.6 31.6

（ 単位 ：人 、 ％ ）

国勢調査（実績） 将来推計
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第２節 世帯 

世帯数について、平成 12年、17年、22年、27年の国勢調査の世帯数の推移を基にして推計す

ると、世帯数は増加傾向にあり、令和 12年には 59,000世帯を超え、1世帯当たりの人員は 2.22

人と推計されます。これは、さらなる核家族化の進行と、単身で暮らす単独世帯が増加すること

によるものと予想されます。 

 

 
※令和2年以降は推計値 
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世帯数 １世帯当り人員

【新市世帯数の推計】 （単位：人、世帯）

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年

総人口 146,010 146,452 145,265 142,995 140,946 138,498 135,291 131,477

世帯数 44,492 46,859 48,511 50,465 52,571 54,727 56,992 59,341

１世帯当り人員 3.28 3.13 2.99 2.83 2.68 2.53 2.37 2.22

国勢調査（実績） 将来推計
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第３節 就業人口 

生産年齢人口と就業人口の変化率を国勢調査の実績数値で比較すると、就業人口については、

生産年齢人口の減少率よりも減少傾向が緩やかです。当市においては、名崎工業団地や仁連工業

団地への企業進出やこれに伴う関連企業の立地により雇用の場の創出が見込まれることから、就

業人口においても減少傾向が緩やかになり、令和 12 年には約 64,000 人になると推計されます。 

産業別に見てみると、第１次産業従事者の割合は年々減少し、令和 12年には就業者全体の 3％

にまで減少すると見込まれます。 

 

 
※令和2年以降は推計値 
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平成2年 平成7年 平成12年平成17年平成22年平成27年 令和2年 令和7年 令和12年

新市就業人口の推計

第１次産業 第２次産業 第３次産業 就業人口

【新市就業人口の推計】

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年 令和7年 令和12年

就業人口 71,040 75,980 75,562 74,840 70,617 69,938 67,629 66,594 64,797

第１次産業 5,757 4,784 4,170 3,750 2,890 2,754 2,374 2,168 1,919

構成比 8.1 6.3 5.5 5.0 4.1 3.9 3.5% 3.3% 3.0%

第２次産業 32,267 33,052 31,260 27,840 25,499 25,568 24,528 24,211 23,493

構成比 45.4 43.5 41.4 37.2 36.1 36.6 36.3% 36.4% 36.3%

第３次産業 32,939 37,993 39,460 42,070 38,650 38,670 37,109 36,999 35,902

構成比 46.4 50 52.2 56.2 54.7 55.3 54.9% 55.6% 55.4%

将来推計

（単位：人、％）

国勢調査（実績）
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第５章 新市建設の基本方針 

第１節 将来像 

１．新市づくりの基本姿勢 

私たちの新市は、将来に向けて、魅力ある県西地域の形成を先導する中心都市としての

役割が期待されます。少子高齢化や国際化、情報化などの急速な社会情勢の変化に適切に

対応しながら、地方分権社会をリードする自主的・自立的な都市として発展していくこと

が広域的にも重要な課題です。 

そのため、長い歴史と文化を共有し、豊かな自然や田園に囲まれて、ともに発展してき

た古河市と総和町、三和町が合併して誕生する新市は、こうした風土を礎としながら、中

心都市にふさわしい文化、教育、医療、環境などの高次都市機能や多様な産業の集積を高

め、ゆとりある豊かな暮らしと市民文化の創造を目指します。そして、市民一人ひとりが

互いに尊重し合いながら、住む人も訪れる人も、みんなが新市にかかわりを持つことに誇

りと愛着を感じ、こうしたかかわりを発展的に進化させながら、より魅力あるまちづくり

につなげていくことを大切にしていきます。 

 

 

先人の努力によって守り育まれてきた豊かな歴史・文化や自然・田園の恵みを活かし、

3 市町の特性を踏まえながら、広域的な中心性を維持・強化し、にぎわいや活気を育む拠

点形成やそのネットワークを充実するなど、期待される都市機能の集積や多様な都市活動

を促す都市の基本構造の形成を目指します。あわせて、各地域の「らしさ」づくりにつな

がる質の高い都市空間を創出しながら、県西地域の中心的都市にふさわしい「格」の創造

を目指すなど、将来への発展的・創造的なまちづくりを基本姿勢とします。 

 

 

新市では、県西地域の中心的都市として、就業やレクリエーションなどの場として、市

内外にわたる人々が様々な営みを送っているとともに、教育・文化・スポーツ・福祉、そ

の他様々な分野で、市民や団体などの活動も活発です。今後さらに、さいたま新都心など

の主要な都市との連携をはじめとして市内外にわたる様々な交流を育み、地域の活力や魅

力を高めていくことが大切です。 

また、豊かな歴史・文化や自然・田園は私たちの誇りであり、かけがいのない地域資産

です。こうした環境を大切にしながら、様々な交流を適切に受け止め、育んでいく必要が

あります。人と人、人と環境・地域など、様々なふれあい、かかわりを共生という視点か

ら高めながら、安らぎや豊かな暮らし、そして新たな活力や文化を育む、持続的で創造的

な地域社会の実現を目指すことを基本姿勢とします。 

 

 

一人ひとりを尊重し、誰もがいきいきと生涯を送ることができるまちづくり、これは新

市づくりの基本であると考えます。市民をはじめ、新市にかかわりを持つ人々、みんなが

互いに尊重し合い、支え合いながら、市民と行政の協働を基本として、さらにそのまちづ

くりの和を広げながら、一人ひとりの立場を尊重した、みんなが主役のまちづくりを基本

姿勢とします。 

県西地域の中心的都市としてふさわしい魅力あるまちづくり 

ふれあいと共生を大切にするまちづくり 

一人ひとりが主役のまちづくり 
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２．新市の将来像 

新市の将来像は、新市づくりの基本姿勢を踏まえ、定めます。 

 

 

 

 

 

豊かな自然や田園の恵みと、 

  脈々と築きあげてきた地域の歴史や文化を 

    まちの風格、そして市民の誇りとして高めながら、 

  一人ひとりが尊重され、 

   希望をもっていきいきと生涯を楽しむことができる 

                まちづくりを目指します。 

 

 

 

風格と希望に満ちた “いきいき古河” 
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３．新市において強化すべき機能 

新しい時代を拓く新市建設に向けて、将来像は多くの期待と内容を含んでいますが、その

中でも特に整備・強化すべき都市としての機能を次のとおり考えます。人と人、人と環境・

地域など、新市内外にわたる様々なふれあいや交流を通じて、こうした各機能を確実に育ん

でいきます。 

 

（１）いきいきとした活力創造の都市
ま ち

 

県西地域の中心的都市機能を担う都市の実現を目指し、首都圏中央連絡自動車道や筑西幹

線道路などの広域的な交通網の整備を踏まえながら、古河駅を中心とする都市拠点や新駅設

置にあわせた新都市拠点の形成をはじめ、産業や水、緑を生かした交流などを育む拠点の形

成を図るとともに、各拠点間を連絡し都市機能の拡大を促す魅力ある都市軸の形成を進めま

す。こうした取り組みを軸としながら、さらに歴史・文化や自然・田園などの地域資産を活

かし、地域に磨きをかけながら、住む人や訪れる人などの様々なふれあいと活力を育み、豊

かな市民文化を創造・発信し続けるまちづくりを進めます。 

 

（２）ゆとりと安らぎの快適環境の都市
ま ち

 

誰もが住み慣れた地域で生涯を通じて安心して健やかに暮らすことができるよう、身近な

道路や公園、下水道などの生活基盤施設を整備・充実するとともに、健康・福祉・教育・文

化などの多面的な活動と支援策を有したふれあいのネットワークやその推進体制の整備を進

めます。 

特に、子どもやお年寄り、障害を持つ人たちも安全で、安心して暮らせるよう、地域にお

ける支え合いや助け合いの心とネットワークを育みながら、ユニバーサルデザインに配慮し

た快適環境のまちづくりを進めます。 

 

（３）自然豊かな美しい環境共生の都市
ま ち

 

豊かな自然や田園、そしてそこに生息する動植物など、こうした環境を守り育み、「共生」

という視点から私たちの暮らしとのかかわりを高めながら、地球環境問題にも十分配慮し、

省エネルギーや循環型、低環境負荷型の環境共生のまちづくりを進めます。 

 

（４）みんなで考え、創る自主自立の都市
ま ち

 

一人ひとりが主役のまちづくりを基本姿勢として、３市町の持っている良さと、一体にな

ることによる可能性を最大限に引き出しながら、市民と行政、さらに団体、企業や地域にか

かわりを持つ人々など、すべての人々が参加・協力し、みんなで考え、創造する自主自立の

まちづくりを進めます。 
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第２節 基本方針 

将来像を踏まえ、新市のまちづくりの基本方針を以下のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１．水と緑と共生した快適なまちづくり（都市基盤・生活環境） 

豊かな水と緑を守り、誰もが安全で快適に暮らし続けることができるまちづくり

を進めます。 

２．ともに学び豊かな心を育む人づくり（教育・文化） 
生涯にわたる様々な学習活動を通して、明日を拓く創造力に満ちた豊かな人づく

りと、歴史や自然環境など地域に根付いたいきいきとした市民文化を創造するま

ちづくりを進めます。 

３．健やかに安心して暮らせるまちづくり（健康・福祉） 
地域の助け合い、支え合いなどを基本として、誰もが健康で安心して暮らしてい

くことのできる、あたたかな福祉のまちづくりを進めます。 

４．活力に満ちた豊かな産業づくり（産業振興） 
豊かな自然や地域の歴史・文化と産業の関わりを大切にしながら、暮らしを支え

魅力や誇りにつながる活力ある産業基盤を整えます。 

５．みんなで進める協働のまちづくり（自治・コミュニティ） 
一人ひとりの尊重を基本とした様々な交流を通し、住民と行政が協働で担い合う、

自立性の高いまちづくりを進めます。 
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第３節 土地利用構想 

１．基本的な考え方 

新市においては、県西地域の中心都市としての機能を担う快適で多機能な都市環境の

形成を図るとともに、これまでの３市町の歴史や育んできた地域固有の環境を継承し、美

しい河川や田園、山林の緑などの豊かな自然と共生する環境を地域の魅力・活力づくりに

つなげていく土地利用の実現をめざします。 

 

（１）県西地域の中心都市としてふさわしい発展を促す土地利用の推進 

県西地域の中心都市としてふさわしい多機能で快適な都市づくりに向けて、古河駅を

中心とする都市拠点や新駅設置にあわせた新都市拠点、産業や水、緑を生かした交流など

を育む拠点の形成を図ります。合わせて、広域的な交通網との連携に配慮しながら、各拠

点間を連絡しそれぞれの機能や魅力を高めていく都市軸の形成を図り、秩序ある発展を

促す土地利用を推進します。 

また、こうした拠点や軸を中心に、歴史・文化や自然・田園などの地域資産を保全・継

承する取り組みを通じて、新たな交流の創造につなげていきます。 

 

（２）中心市街地と郊外型市街地、自然豊かな田園地域に調和した土地利用の推進 

中心市街地—郊外型市街地—田園地域と広がる新市の基本的な都市空間構造を踏まえ、

様々な住み方・働き方・暮らしの楽しみ方など、多様な市民の生活ニーズに対応した多様

な土地利用を創造していきます。 

また、それぞれの地域の歴史や文化、自然に調和した環境を地域の魅力・活力につなげ

ていくため、地域の特性に応じた拠点づくりや、交流・ふれあいを通じて自然や田園の維

持・再生に努めていきます。 

 

（３）新市の魅力を高める質の高い都市環境・景観の創出 

歴史的資源の保全・活用やまちなみの保全、お祭りや伝統芸能などを継承していく場づ

くりなどを通して、周辺都市をリードする都市としてふさわしい「格」の創造につなげ、

質の高い都市空間・田園空間づくりを推進し、新市の歴史や産業・文化を大切にし、新た

な市民文化に発展させていきます。 

また、利根川・渡良瀬川をはじめとする河川や広大な田園地域を背景に、風土に息づく

美しい都市環境・景観の創造に努めます。 



 21 

２．土地利用区分 

新市の土地利用は、中心市街地—郊外型市街地—田園地域と広がる新市の基本的な都市空間

構造を大切にし、それぞれの地域の特性・個性が活かされた都市的土地利用・自然的土地利

用の形成を図ります。 

 

（都市的土地利用） 

○中心市街地 

ＪＲ古河駅周辺の既成市街地については、商業・サービス機能の集積・拡充を図るととも

に、魅力ある都市空間・景観形成を進めます。 

○住居系市街地 

中心市街地に近接する地域においては、若い世代から高齢者まで多様な居住形態に対応し

た都市型の住宅地の形成を図ります。また、その周辺地域においては、都市的利便性と自然

環境の調和が図られたゆとりある郊外型の住宅地を形成します。 

○産業系市街地 

周辺の自然環境との調和を図るとともに、産業構造の変化に柔軟に対応しつつ優良企業の

集積を促進していきます。 

 

（自然的土地利用） 

○田園地域 

市街地をとりまく田園地域においては、農地の保全や道路等の生産基盤の充実、集落地の

生活環境整備を推進するとともに、ゆとりある田園環境と美しい景観の形成を進めます。 

○緑の保全・活用区域 

利根川をはじめとする河川の水辺やまとまりのある平地林などについては、積極的に保全・

整備を図り、身近に自然とふれあえる環境づくりや自然学習の場、市民のだれもが緑のなか

で健康的に活動できるレクリエーションの場として活用していきます。 
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３．拠点とネットワークの形成 

県西地域の中心的都市としてふさわしい魅力と活力ある快適な中心市街地や、自然環境と

調和したゆとりある郊外型の市街地、自然豊かな美しい田園地域を形成していくため、産業・

文化などの都市の活力づくりを先導する拠点や水・緑とのふれあいを大切にした環境づくり

を先導する各種拠点の形成を図ります。また、拠点間を結ぶ交通軸や様々な交流を育む軸の

形成により相互のネットワークの強化を図ります。 

 

（拠点） 

拠点名 拠点位置 

都市拠点 ＪＲ宇都宮線古河駅周辺 

新都市拠点 ＪＲ宇都宮線新駅予定地周辺、新幹線新駅予定地周辺 

行政・文化拠点 古河市役所周辺、総和町役場周辺、三和町役場周辺 

水みどり文化交流拠点 雀神社周辺、清水丘親水公園周辺 

みどりの交流拠点 古河総合公園周辺、ネーブルパーク周辺、 

上大野グランド周辺、三和ふるさとの森周辺 

文化交流拠点 古河・総和接点地区周辺、 

三和町農業農村改善センター周辺 

みどりと産業交流拠点 新４号国道と筑西幹線道路結節点周辺、 

名崎送信所跡地周辺 

産業交流拠点 丘里工業団地周辺、北利根工業団地周辺、 

片田地区周辺、尾崎東部地区周辺 

 

 

（軸） 

軸名 軸位置 

都市軸 ＪＲ宇都宮線古河駅から三和町名崎送信所跡地周辺へ抜

ける東西軸 

新都市軸 古河・総和接点地区からＪＲ宇都宮線新駅周辺へ抜ける南

北軸、ＪＲ宇都宮線新駅周辺から筑西幹線道路と国道 354

号の結節点へ抜ける東西軸 

みどり文化軸・歴史軸 旧日光街道南北軸、総和町丘里工業団地周辺から総和町北

利根工業団地周辺へ抜ける南北軸、諸川地区の結城・野田

線の南北軸 
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４．土地利用構想図 

 

 

 

 

 
境古河 IC 



   24 

第６章 分野別推進計画 

第１節 施策体系 

３市町の迅速な一体化を推進し、地域の発展と住民福祉の向上を図るため、「新市建設の基本方

針」に基づき、新市の総合的かつ計画的な整備を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生涯学習の充実 ２ ともに学び豊かな 

心を育む人づくり 

（教育・文化） 
（２）学校教育の充実 

（３）地域文化の振興 

（４）スポーツ・レクリエーションの振興 

 

３ 健やかに安心して 

暮らせるまちづくり 

（健康・福祉） 

（１）保健・医療の充実 

（２）高齢者福祉の充実 

 （３）障害者福祉の充実 

（４）児童福祉の充実 

（５）地域福祉・社会保障の充実 

 

（１）道路網の整備 

 

（３）上水道の整備 

 

１ 水と緑と共生した 

快適なまちづくり 

（都市基盤・生活環境） 

（５）情報通信基盤の整備 

 

（４）下水道の整備 

 

（２）市街地・住環境の整備 

 

（７）循環型社会の確立 

 （８）防災対策の充実 

 （９）交通安全・防犯体制の充実 

５ みんなで進める 

協働のまちづくり 

（自治・コミュニティ） 

（１）コミュニティの推進 

（２）市民参画の拡充 

 （３）人権・男女共同参画 

（４）地域間交流・国際交流の推進 

 

（１）農業の振興 

 

（３）商業の振興 

 

４ 活力に満ちた 

豊かな産業づくり 

（産業振興） 
（２）工業の振興 

 

（４）観光の振興 

 （５）消費者行政 

 

（６）公園・緑地の整備 

 

（５）行財政運営の効率化 

 

（５）行財政運営の効率化 
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第２節 分野別主要事業 

 

１ 水と緑と共生した快適なまちづくり（都市基盤・生活環境） 

【基本方向】 

地域の発展や市民生活の向上の基礎となる都市基盤の整備については、産業、経済、文化

などあらゆる分野に影響を及ぼすため、適正かつ合理的な土地利用を推進するとともに、機

能的で秩序ある整備に努め、都市機能の充実した一体的な市街地の形成を図ります。 

また、都市化の進展や都市機能の整備・充実により、地域をとりまく環境が大きく変化し

つつあるなか、豊かで美しい自然景観等との調和のとれたまちづくりを進め、やすらぎとう

るおいのある住みよい生活環境づくりを市民とともに推進します。 

 

【施策の方針】 

（１）道路網の整備 

  広域的な地域連携の推進のため、新４号国道をはじめ、首都圏中央連絡自動車道及びそ

の接続道路としての国道354号バイパス、主要地方道結城野田線バイパスや県央地域と連

絡する筑西幹線道路などの広域幹線道路の整備促進を図ります。 

新市の幹線道路については、市民の利便性の向上や交流人口の拡大を図るため、生活道

路の一体的整備など生活者の視点に立った整備を計画的に推進します。 

日常生活に密着した生活道路については、利便性、安全性の向上を図るため、市内の地

域間を結ぶ道路網の整備を地域の実情を踏まえて推進します。 

 

（２）市街地・住環境の整備 

豊かな自然環境と都市的魅力を共有し、快適な生活環境や魅力ある景観の創出をするた

め、古河・総和接点地区など市民ニーズに即した良好な宅地の造成を図り、新たな住宅地

の形成に努めます。 

また、ＪＲ宇都宮線や東北新幹線の新駅予定地周辺において、茨城県の西の玄関口にふ

さわしい市街地の整備に努め、新駅の設置を促進します。 

土地活用については、土地活用の円滑な基盤づくりに向けて、市民や事業者が土地情報

を容易に分かりやすく把握できるよう情報の共有化を推進します。 

 

（３）上水道の整備 

水道施設の効率的な運用、経営の合理化に努めるとともに、上水道加入を促進し、水道

事業の経営安定を図ります。 

また、水源の確保と施設の整備更新に努め、安全で衛生的な上水道の安定供給を図りま

す。 

 

（４）下水道の整備 

  健康で快適な生活環境の創出と公共用水域の水質保全を図るため、県の生活排水ベスト

プランに基づく整備手法（公共下水道事業、合併処理浄化槽、農業集落排水事業等）を取

り入れ、新市全体の均衡のとれた生活環境づくりに向けて、各種事業を推進します。 
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（５）情報通信基盤の整備 

   ＩＴ化による生活様式の変化や、多様化する市民ニーズに対応するため、的確かつ即時

的な情報を提供する行政情報システムの構築に努め、豊かさと活力のある市民生活に寄与

する情報通信基盤の整備を推進します。 

 

（６）公園・緑地の整備 

市民の憩いの場の創出や良好な都市環境の保全、災害時の避難場所の確保を図るため、

公園施設の整備を推進するとともに、自然との共生に配慮しつつ、美しい景観を形成する

緑地の整備を図り、緑豊かな質の高い都市空間の創造に努めます。 

 

（７）循環型社会の確立 

  快適な生活環境の確保と環境にやさしいまちづくりを推進するため、公害の未然防止に

努めるとともに、循環型社会の形成に向け、環境施策を総合的かつ計画的に推進するため

の指針となる環境基本計画を策定します。 

また、ごみの再資源化や減量化を推進するため、リサイクル活動などの省資源・省エネ

ルギー活動に積極的に取り組みます。 

 

（８）防災対策の充実 

災害に強いまちづくりを推進するため、新市の地域防災計画を策定し、地域が一体とな

った防災体制を構築するとともに、防災意識の高揚を図り、自主防災組織の育成に努めま

す。 

東日本大震災の教訓を踏まえ、地震、水害などの自然災害から生命・財産を守り、安心

して暮らせるまちづくりを進めるために、地域防災拠点の整備を進めるとともに、機能の

強化を図ります。 

また、防災行政無線、防火水槽、消防ポンプ自動車などの各種防災施設の計画的な整備・

配置を行い、効果的な防災体制の構築を推進します。 

さらに、集中豪雨時の水害対策のため、排水路等の整備を推進し、安全で快適な市民生

活の確保を図ります。 

 

（９）交通安全・防犯体制の充実 

市民を交通事故から守り、かつ、未然に防止するため、自動車の運転マナー向上のため

の広報啓発や、子どもや高齢者等を中心とした交通安全教育の推進、交通安全施設の整備

充実により、交通安全対策の強化に努めます。 

また、市民が安心して暮らせるよう、関係機関、ボランティア・コミュニティ団体等と

の連携を図り、地域ぐるみの防犯運動を推進するとともに、防犯意識の啓発、防犯設備の

整備充実に努めます。 

施策名 主要事業の概要 

道路網の整備 

都市計画道路の整備 

幹線市道の整備（新設・補修） 

生活市道の整備（新設・補修） 
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施策名 主要事業の概要 

市街地・住環境の整備 
土地区画整理事業の推進 

新駅関連開発の推進 

上水道の整備 
水道事業の統合 

給水区域の拡大（施設整備等） 

下水道の整備 

公共下水道事業 

合併処理浄化槽の普及促進 

農業集落排水事業 

情報通信基盤の整備 
情報提供システムの構築 

ＯＡシステムの統一 

公園・緑地の整備 
都市公園の整備 

緑の基本計画の策定 

循環型社会の確立 

環境基本計画の策定 

ごみの減量化、リサイクル事業の推進 

ＩＳＯ１４００１の推進 

防災対策の充実 

消防水利の整備・維持管理 

消防自動車等の整備・維持管理 

自主防災組織の育成 

地域防災拠点の整備・機能強化 

排水整備の推進 

交通安全・防犯体制の

充実 

交通安全施設の整備 

防犯灯の整備 

 

県事業の概要 

施策名 主要事業の概要 

道路網の整備 

主要地方道結城野田線バイパス整備事業 

国道125号整備事業 

都市計画道路三国橋大聖院線整備事業 

国道354号整備事業 

下水道の整備 利根左岸さしま流域下水道事業 

防災対策の充実 
向堀川河川改修事業 

女沼川河川改修事業 

交通安全・防犯体制の

充実 

国道125号歩道整備事業 

主要地方道筑西三和線歩道整備事業 

主要地方道つくば古河線歩道整備事業 
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２ ともに学び豊かな心を育む人づくり（教育・文化） 

【基本方向】 

市民一人ひとりが生涯にわたって生きがいと創造性を育み、豊かな個性と能力を発揮でき

る環境づくりを推進するため、地域の歴史や風土を大切にしながら、伝統的な文化を継承し、

併せて、生涯学習機会の提供や拠点施設の整備を図り、新たな地域文化を創造するまちづく

りを推進します。 

 

【施策の方針】 

（１）生涯学習の充実 

市民だれもが個性や能力を高める自発的な生涯学習活動ができるよう、ニーズにあった

各種講座の開催、学習情報の提供、生涯学習ボランティアの育成、人材の育成・活用など

により、学習環境の充実に努めます。 

また、生涯学習の拠点となる施設整備を図り、公民館や各小中学校などの既存の公共施

設と相互に連携し、多くの市民が気軽に身近な場で生涯学習が行える環境を整備します。 

 

（２）学校教育の充実 

健全で心豊かな児童・生徒の育成を図るため、総合的な学習の時間の活用や少人数教育

の推進などにより、個性を育み、ゆとりある教育の展開を図るとともに、学校・家庭・地

域社会の連携強化を図り、社会環境の変化に対応できる柔軟な思考力と創造性を持った人

材育成に努めます。 

また、良好な教育環境を確保するため、情報化や国際化などの社会の進展に対応した学

習環境を整備するとともに、健康や安全面に配慮した施設整備を計画的に推進します。 

 

（３）地域文化の振興 

文化の香り高いまちづくりを推進するため、市民や文化団体の自主的な文化活動を支援

するとともに、創意あふれる人材の育成や地域文化の継承と新たな文化の創造を図ります。

このため、市民の芸術文化活動の拠点となる総合的な文化施設の整備を図り、地域に根ざ

した文化の創造に努めます。 

また、市民の共有財産である歴史ある文化財の保護活用を推進するとともに、古来より

各地域に伝わる民俗芸能など、郷土色あふれる伝統文化の保全・活用を図ります。 

 

（４）スポーツ・レクリエーションの振興 

市民一人ひとりがスポーツを楽しみ、生涯にわたり明るく健康で豊かなスポーツライフ

の実現を図るため、的確な情報提供や啓発活動の推進、参加機会の拡充、指導者や団体の

育成などの体制整備に努めます。 

また、市民だれもがいつでも気軽にスポーツ・レクリエーションを楽しめるよう、身近

なところに地域の実情に即した施設の整備を推進するとともに、既存施設の改善を図り、

施設のネットワーク化による効率的な活用を推進します。 
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施策名 主要事業の概要 

生涯学習の充実 
公民館活動の支援と施設の整備 

生涯学習の情報提供、指導者育成及びイベントの開催 

学校教育の充実 

豊かな心とたくましく生きる力を育てる教育活動の充実 

学校施設大規模改造・耐震補強の実施 

小・中学校施設の整備とコンピュータ教育の充実 

地域文化の振興 
歴史・文化の保全、活用 

芸術及び文化の振興 

スポーツ・レクリエー

ションの振興 

スポーツ・レクリエーション施設の整備と活用 

指導者の育成及び各種スポーツイベントの開催 

 

 

 

 

 

３ 健やかに安心して暮らせるまちづくり（健康・福祉） 

【基本方向】 

急速な高齢化や核家族化などの変化に伴う多様な市民ニーズに的確に対応し、高齢者、障

害者、児童などだれもが生き生きと安心して生活できる社会をつくるため、保健・医療・福

祉サービスを総合的に提供できる体制をつくり、思いやりの心に満ちたまちづくりを推進し

ます。 

 

【施策の方針】 

（１）保健・医療の充実 

市民だれもが生涯にわたり健康で生き生きとした生活を送ることができるよう、「自分

の健康は自分でつくる」を基本に、個々に応じた健康の保持と増進に努めます。 

健康づくりや各種保健サービスの向上を目指した地域の拠点となる施設の整備を図る

とともに、福祉事業と有機的に連携した地域保健事業の充実を図ります。 

また、安定した医療が地域の中で受けられるよう、医療機関との連携や市民への情報提

供を強化し、地域医療体制の拡充に努めます。 

 

（２）高齢者福祉の充実 

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、在宅サービスや施設サービスの充実

を図るとともに、生きがいをもって、自立して健康的に生活することができる高齢社会の

実現のため、就労機会や交流の場の拡大などによって社会参加を促進し、高齢者の生きが

いを持てる活動や自立を地域で支えあうまちづくりに努めます。 
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（３）障害者福祉の充実 

障害者が安心して地域の中で生活ができるよう、福祉施設や福祉サービスの充実を図る

とともに、保健・医療との連携により、障害の早期発見・早期療育に努めます。 

また、障害者の自立と豊かな生活の充実を支援するため、スポーツ活動や生涯学習活動

への参加機会の拡充など自主的な社会参加を促進し、障害者が明るく暮らすことができる

思いやりのあるまちづくりに努めます。 

 

（４）児童福祉の充実 

地域の将来を担う子どもを安心して生み育てることができるよう、育児相談の体制整備、

保育施設の充実、延長保育などの保育サービスの充実に努め、子育て家庭の支援を図ると

ともに、地域社会全体で支える子育て環境の整備を図り、子どもたちが心身ともに健やか

に成長できるまちづくりに努めます。 

 

（５）地域福祉・社会保障の充実 

市民だれもが健康で自立した生活を営むことができるよう、バリアフリー化とともに福

祉関連事業所・施設や福祉活動拠点の整備を進め、保健・医療と連携して地域福祉体制の

充実を図ります。さらに、健康で自立した市民生活の保障のため、国民年金、国民健康保

険、介護保険などの社会保障制度の充実や適正な運用に努めます。 

 

施策名 主要事業の概要 

保健・医療の充実 
健康づくり・疾病予防の推進 

地域医療体制の充実 

高齢者福祉の充実 
在宅介護支援の推進 

生きがいづくりの支援 

障害者福祉の充実 
障害者計画の策定 

障害者支援費制度の充実 

児童福祉の充実 

子育て支援の推進 

保育サービスの充実 

放課後児童対策の推進 

地域福祉・社会保障の

充実 

地域福祉体制の充実 

保険事業の安定的運営 
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４ 活力に満ちた豊かな産業づくり（産業振興） 

【基本方向】 

県西地域の発展をリードする中心的な都市の役割を認識しながら、工業生産機能の一層の

充実と、新たな流通、情報の拠点形成や研究開発機関などを誘致し、地域産業の活性化を図

るとともに、魅力ある商業や都市に融和した農業及び観光の振興を図り、活力に満ちた豊か

なまちづくりを推進します。 

 

【施策の方針】 

（１）農業の振興 

社会経済環境の変化や消費者ニーズに対応した効率的・安定的な農業経営を促進し、農

業後継者の確保・育成に努めるとともに、特産品や農業生産物の高付加価値化などの推進

により、特色ある農業生産物の産地化を目指し、魅力ある農業の振興に努めます。 

また、農業振興地域における優良農地を保全するとともに、時代の変化に適応した基盤

整備を推進し、農地の集約化を図り、生産性の高い農業基盤づくりに努めます。 

 

（２）工業の振興 

経済環境、産業構造の変化や環境意識の高まりなどに適切に対応するため、企業活動の

高度化や経営安定化の促進に努めるとともに、環境保全に配慮した活力ある企業の育成に

努めます。 

また、都市としての活力の増大を図るため、新たな産業の創出に向けた環境整備を推進

するとともに、流通、情報産業や研究開発機関の育成・誘致に努め、雇用の場の確保を図

ります。 

 

（３）商業の振興 

日常生活圏の拡大や消費者ニーズの高度化・多様化など、消費動向に適切に対応した商

業経営を図るため、賑わいのある商店街・商業核の形成に努めるとともに、小売業者の育

成や後継者の確保を図るため、地元商業への集客力向上や商業経営の近代化を促進し、近

代的で魅力ある商業の振興に努めます。 

 

（４）観光の振興 

余暇時間の拡大やライフスタイルの多様化に伴い、観光需要が増大している傾向にある

なか、観光・レクリエーション機能の充実を図るため、恵まれた自然環境を活用したレク

リエーション施設の機能充実や新たな観光資源の開発に努めます。 

また、観光イベントの充実や広域的な観光施設のネットワーク化を推進し、博物館、文

学館等の既存施設や、旧市街地の観光資源を活かした都市観光の推進を図るとともに、交

流人口の拡大による地域の活性化を図ります。 

 

（５）消費者行政 

消費者の被害防止に対する意識の高揚を図るとともに、消費者保護団体の育成を図り、

資源保護、リサイクル運動を進め、市民が安心して暮らせるまちづくりに努めます。 

また、消費者一人ひとりが環境問題に配慮した自発的な行動をとれるよう支援します。 
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施策名 主要事業の概要 

農業の振興 

農業生産流通基盤の整備 

農道の整備 

認定農業者・後継者の育成・支援 

工業の振興 
企業誘致の推進 

市民起業活動の支援 

商業の振興 
中小企業の育成・支援 

中心市街地活性化事業の推進 

観光の振興 

観光イベントの開催 

都市観光の推進 

観光資源のネットワーク化 

消費者行政 消費者相談機能の充実 

 

県事業の概要 

施策名 主要事業の概要 

農業の振興 

県営畑地帯総合整備事業（尾崎北部地区） 

経営体育成基盤整備事業（幸江崎地区） 

経営体育成基盤整備事業（幸江崎地区２期） 

県営ほ場整備（担い手育成）事業（間中橋地区） 

県営湛水防除事業（新郷地区） 

県営湛水防除事業（新郷２期地区） 

県営土地改良総合整備事業（岡郷地区） 

県営地盤沈下対策事業（南総上流地区） 

県営地盤沈下対策事業（南総上流２期地区） 

県営地盤沈下対策事業（飯沼地区） 

広域営農団地農道整備事業（つくば下総地区） 

県営かんがい排水事業（霞ヶ浦用水第３期地区） 

県営畑地帯総合整備事業（山田地区） 

県営畑地帯総合整備事業（東山田地区） 

県営かんがい排水事業（岡郷地区） 

県営かんがい排水事業（釈水排水機場地区） 

県営かんがい排水事業（大山沼排水機場地区） 

県営かんがい排水事業（猿島西部用水機場２期地区） 

基幹水利施設ストックマネジメント事業（飯沼第２機場地区） 
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 ５ みんなで進める協働のまちづくり（自治・コミュニティ） 

【基本方向】 

新市の一体化などにより地域全体が魅力にあふれ、市民と行政が一体となった協働のまち

づくりを推進するため、自主性に基づくコミュニティ活動を支援するとともに、情報公開の

推進などにより、幅広い市民の意見が反映される体制づくりを推進します 

また、多地域・多分野にわたる交流を進めることにより、地域特性の再発見、市民の地域

への誇りや愛着の醸成、地場産業の振興などを図るとともに、本格的な国際社会の到来に対

応した国際交流を促進します。 

地方分権や行政改革の必要性が問われている中、市民からの提言を尊重し、時代の変化に

対応した効率的、機能的な行政運営を目指して、事務事業や組織機能の見直しを図ります。

さらに、職員の定数管理や資質向上のため研修等の充実に努めます。 

また、財政基盤の強化に向け、自主財源の確保に努め、限りある財源を有効に活用します。 

 

【施策の方針】 

（１）コミュニティの推進 

地方分権の推進により、自主性に基づくコミュニティ活動による市民主体型のまちづく

りへの転換が求められているなか、新市では、個性にあふれ、活力ある地域社会を実現す

るため、小学校区単位を基本に、市民の主体性に基づいた地域特性や地域の課題などに着

目したコミュニティ活動を促進し、地域市民の連帯感と自治意識の高揚を図るとともに、

コミュニティ活動を支援するため、情報提供や人材の育成、拠点の整備などを積極的に行

い、市民と行政の連携・協働によるまちづくりの推進に努めます。 

 

（２）市民参画の拡充 

市民と行政が一体となった協働のまちづくりを進めていくためには、行政に対する市民

の関心をより一層高め、互いの役割を理解しあい、共に考え、共に行動していく機会の拡

充と体制づくりが必要なことから、情報の公開、市民参画の新たな仕組みづくり、積極的

な広報広聴活動などを推進し、市民参画の拡充を図ります。 

また、市民と行政が情報を共有することが重要であることから、行政における情報化を

推進し、市民サービスの向上に努めます。 

 

（３）人権・男女共同参画 

社会のあらゆる場への女性の参画を支援する体制づくりや人材育成に努め、地域社会活

動へ男女がともに参画できるまちづくりを目指すとともに、男女相互の理解を深め、男女

平等の意識を高めるための広報活動や啓発活動等の推進に努めます。 

すべての市民が、性別、年齢、障害の有無、国籍などに制約されることなく、まちづく

りの担い手として活発に活動するには、一人ひとりの人権が尊重されるまちであることが

重要になります。このため、市民、関係機関との連携を図りながら、人権に関する意識啓

発を進める学習・交流機会の提供に努めます。 
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（４）地域間交流・国際交流の推進 

地域間交流や国際交流を活発に展開し、相互の文化や歴史を学びあうことにより、広い

視野と多様な価値観を身に付けた人づくりを進めるとともに、教育、文化、スポーツ、産

業といった多面的な交流を推進し、連携と交流による活力あるまちづくりに努めます。 

 

（５）行財政運営の効率化 

多様化、高度化する行政需要に適正に対応し、質の高い行政サービスの提供を図るため、

職員の企画立案能力の向上や意識改革、専門職員の育成と適正配置等に努めるとともに、

新市の行政改革大綱を策定し、事務の改善や組織機構の見直し等を行い、簡素で効率的な

行政システムの確立を図ります。 

また、財政基盤の強化、自主財源の安定的な確保に努めるとともに、事務事業の見直し

を積極的に進め、経費の節減・合理化を図り、支出の効果が最大となるような効率的な事

業の執行に努めます。 

 

 

施策名 主要事業の概要 

コミュニティの推進 
地域コミュニティ活動の支援 

リーダーの育成 

市民参画の拡充 
市民意識の醸成 

市民参画活動への支援 

人権・男女共同参画 

男女共同参画の推進 

男女共同参画計画の策定 

人権に関する意識啓発の推進 

地域間交流・国際交流

の推進 

姉妹都市交流の促進 

国際交流の促進 

行財政運営の効率化 

公共サインの統一 

ＣＩ形成の推進 

新市総合計画の策定 

行財政改革の推進 
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第３節 先導的プロジェクト 

新市における速やかな一体感の醸成と地域構造の有機的な関連を向上させるとともに合併に対

する市民の期待にこたえるために先導的プロジェクトを定め、着実な実現を目指します。 

  

（１）（仮）南古河駅の設置 

ＪＲ宇都宮線新駅の新駅予定地周辺において、新市街地の形成に努め、新駅設置の早期実現

を図ります。 

 

（２）筑西幹線道路の整備 

国・県・市が一体となって、桜川筑西ＩＣから国道 4号までの約 44㎞の区間の整備を促進す

るとともに、ＪＲ宇都宮線新駅までの延伸を図ります。 

 

（３）高等教育機関の誘致 

茨城県内人口 5 番目の都市にふさわしい高次都市機能の一つとして高等教育機関を誘致し、

人材の育成を図ります。 

 

（４）各交流拠点の整備 

文化交流拠点、みどりと産業交流拠点を整備し、県西地域の中心的都市として人と物の交流

を図ります。 
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第４節 施策の実現化方策 

（１）多様な手法の活用 

行政の効率化を図るため、運営手法の一つとして、新しい公共経営（ＮＰＭ※１）が提唱され

ており、成果主義に基づく政策評価制度の導入、目標管理型の組織改革などの導入を図っていく

必要があります。 

また、これらの行財政システムの改革に加え、公共サービスの質的向上を図るため、公共サー

ビスの民間開放（ＰＰＰ※２）の導入を検討する必要があります。ＰＰＰは、行政、企業、非営

利団体（ＮＰＯ※３）が並列的に協力し、ユニバーサルサービスの意義を共有しながら公共サー

ビスを提供していく手法であり、民間資本を活用した社会資本整備（ＰＦＩ※４）をはじめ、公

営企業の民営化、公共サービスの民間委託など、民間企業と市民組織が持つノウハウを積極的に

取り入れ、市民にとって、公共サービスの多様性を確保するとともに、その価値を最大化する手

法として期待されています。 

 

（２）多様な主体のまちづくり参加 

まちづくりを進めるに当たっては、自治の憲法ともいうべき自治基本条例を制定し、まちづく

りの課題の発見、解決手法の開発、実施などに、市民はもとより、企業や非営利団体（ＮＰＯ）

など多様な個人・団体が参加できるシステムを確立していく必要があります。 

 

（３）地域分権化の推進 

新市の総面積が 123.58 ㎢になることから、住民主役のまちづくりを進めるために、小学校を

単位とした地域コミュニティを育成します。（仮）コミュニティマネジャーを中心に地域の課題

に対応することとし、必要な権限及び財源をコミュニティ単位に保障するなど、地域分権化を積

極的に進める必要があります。 

 

 
※１ ＮＰＭ：Ｎｅｗ Ｐｕｂｌｉｃ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ 

（ニュー パブリック マネジメント）の略 

※２ ＰＰＰ：Ｐｕｂｌｉｃ Ｐｒｉｖａｔｅ Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ 

（パブリック プライベート パートナーシップ）の略 

※３ ＮＰＯ：Ｎｏｎｐｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ 

（ノンプロフィット オーガニゼーション）の略 

※４ ＰＦＩ：Ｐｒｉｖａｔｅ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ 

（プライベート ファイナンス イニシアチブ）の略 

 



   37 

第７章 公共的施設の適正配置と整備 

第１節 基本的考え方 

公共的施設の統合整備については、効率的な公共的施設の整備と運営を進めていく必要がある

ことから、市民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配慮して順次検討を行います。 

その検討にあたっては、市民のニーズを的確に把握し、新市の一体的・効率的な行政運営はも

とより、地域の特性を考慮するとともに、利便性のバランスが保たれるように配慮するものとし

ます。 

さらに、新たな公共的施設の整備についても、財政状況等を踏まえ、事業の効果や効率性につ

いて十分検討するとともに、既存の公共的施設を可能な限り有効に活用するなど効率的な整備に

努めます。 

なお、合併以前の旧市役所及び町役場庁舎については、既存施設の有効利用の観点から、市民

生活に密着した行政サービスを提供する施設として存続させ、市民窓口サービスの低下を招かな

いよう十分配慮し、ネットワークなど必要な機能の整備に努めるとともに、その他の公共的施設

との複合的な利用を図るものとします。併せて、庁舎間を結ぶ交通機関の確保なども検討し、市

民の利便性の向上にも努めます。 

新庁舎建設については、財政状況等を踏まえ、交通事情や他の公共施設等との関係などを考慮

し、検討していくものとします。 
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第８章 財政計画 

第１節 基本的考え方 

新市における財政計画は、合併特例法に基づく新市建設計画の一部を構成するものであり、新

市が目指す将来像を実現するための新市建設計画の財政運営を示し、今後も健全に財政運営を行

うことを基本として作成したものです。 

本計画は、新市建設計画の計画期間に合わせ、合併期日の属する年度及びそれに続く２５カ年

度(平成１７年度～令和１２年度)の財政運営の指針として、普通会計ベースで作成しています。 

令和２年度の改定においては、平成１７年度から平成３０年度までの数値は各年度の決算額と

し、令和元年度から令和１２年度までの数値は、平成３０年度決算額をベースに、改定時点にお

いて想定される後年度予定事業費及び財源について積算した結果を集計した上で、歳入・歳出の

項目ごとに経済情勢や人口推移なども考慮しながら推計しています。 

歳入・歳出を推計するうえでの主な前提条件は次のとおりです。 

 

１．歳入の前提条件 

（１）地方税 

地方税については、平成３０年度決算額をベースに、今後の経済見通し等を踏まえ、人口

推移を勘案しながら現行税制度を基本に推計しています。 

（２）地方交付税 

地方交付税については、現行の交付税制度を基本に、普通交付税の算定の特例（合併算定

替）により算定し、合併特例債の償還に係る交付税措置分を見込んで推計しています。 

また、令和２年度までは、合併に伴う特例措置（合併算定替）が段階的に縮小されること

から、その影響額を反映しています。 

（３）国庫支出金及び県支出金 

国庫支出金及び県支出金については、一般行政経費分を過去の実績推移及び高齢者等の人

口推移を踏まえて推計しています。 

また、新市建設計画に基づく主要事業分について、積極的な補助制度の活用を前提として

推計しています。 

（４）繰入金 

繰入金については、各種基金を効率的に活用していく方針のもと推計しています。 

（５）地方債 

地方債については、新市建設計画に基づく主要事業に伴う合併特例債の発行上限額を全て

活用するほか、臨時財政対策債や通常債等の発行分を見込んで推計しています。 

 （６）その他 

   地方譲与税、各種交付金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、諸収入等に

ついては、平成３０年度決算額をベースに推計しています。 

 

２．歳出の前提条件  

（１）人件費 

人件費については、令和２年度から施行される会計年度任用職員制度に伴う影響分を見込

んで推計しています。 
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（２）扶助費 

扶助費については、過去の実績推移を踏まえ、高齢者等の人口推移を勘案して推計しています。 

（３）公債費 

公債費については、既存発行分の地方債に係る元利償還予定額に、令和元年度以降の発行見込

額によって生じる元利償還金を加えて推計しています。 

（４）物件費 

物件費については、過去の実績推移を踏まえて推計しています。 

（５）維持補修費 

維持補修費については、過去の実績推移を踏まえて推計しています。 

（６）補助費等 

補助費等については、補助金等の見直しの徹底により、補助費等の抑制を図ることとして推計

しています。 

（７）積立金 

積立金については、過去の実績推移を踏まえて推計しています。 

（８）繰出金 

繰出金については、過去の実績推移を踏まえて推計しています。 

（９）普通建設事業費 

普通建設事業費については、新市建設計画に基づく主要事業及び経常的な普通建設事業費を見

込んで推計しています。 
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第２節 歳入・歳出計画 

 

 

  

１　歳入

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

１．地方税 17,547 17,583 19,657 19,757 18,736 18,402 18,652 18,672 18,854 19,434 19,212 19,487 20,297 20,577

２．地方譲与税 1,242 1,786 622 598 562 544 532 499 479 457 486 483 481 485

３．各種交付金 2,439 2,387 2,009 1,937 1,865 1,834 1,737 1,644 1,733 1,967 2,904 2,548 2,822 2,979

４．地方交付税 5,462 5,219 4,773 4,557 5,338 6,509 7,068 7,200 7,256 7,205 7,453 7,371 7,147 6,643

５．分担金及び負担金 433 343 384 400 379 380 397 409 382 350 366 358 347 380

６．使用料及び手数料 857 763 718 687 692 658 641 609 618 629 639 605 605 590

７．国庫支出金 3,153 3,545 4,323 4,788 7,901 6,886 6,462 6,309 6,917 7,916 7,773 7,978 8,371 7,623

８．県支出金 1,638 1,790 1,939 2,159 2,387 2,565 2,729 2,645 2,857 3,232 3,335 3,414 3,592 3,609

９．財産収入 77 32 32 42 52 61 232 39 36 33 56 44 48 134

10．繰入金 1,378 1,501 843 953 1,031 774 973 243 356 521 464 965 939 955

11．諸収入 1,069 992 5,642 5,423 5,506 1,506 1,193 1,609 1,258 1,114 1,094 1,073 1,092 1,077

12．地方債 2,267 2,864 3,510 5,269 11,337 12,902 7,558 7,702 6,422 7,518 4,979 4,114 3,933 3,839

13．その他 1,574 1,758 1,039 470 697 1,353 1,336 1,567 1,409 1,640 2,601 2,429 2,097 1,944

歳入合計 39,136 40,563 45,491 47,040 56,483 54,374 49,510 49,147 48,577 52,016 51,362 50,869 51,771 50,835

令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度

１．地方税 20,661 20,766 20,575 20,667 20,788 20,608 20,720 20,815 20,613 20,705 20,789 20,577

２．地方譲与税 506 512 512 515 515 518 518 518 518 518 518 518

３．各種交付金 3,125 3,511 3,619 3,615 3,626 3,627 3,626 3,624 3,626 3,624 3,622 3,623

４．地方交付税 6,686 6,565 6,260 6,104 5,887 5,823 5,657 5,527 5,564 5,480 5,377 5,314

５．分担金及び負担金 347 313 312 310 308 306 305 303 301 299 297 294

６．使用料及び手数料 588 585 583 580 577 575 572 569 565 562 559 556

７．国庫支出金 7,683 7,962 7,986 8,013 8,044 8,078 8,114 8,170 8,230 8,294 8,362 8,435

８．県支出金 3,795 3,949 3,973 3,997 4,016 4,016 4,042 4,072 4,110 4,148 4,191 4,200

９．財産収入 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40 40

10．繰入金 535 388 395 136 136 93 93 93 93 93 93 93

11．諸収入 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077 1,077

12．地方債 2,742 2,651 2,843 2,799 2,737 2,719 2,673 2,636 2,646 2,622 2,593 2,575

13．その他 260 260 260 260 260 260 260 260 260 260 260 260

歳入合計 48,045 48,579 48,435 48,113 48,011 47,740 47,697 47,704 47,643 47,722 47,778 47,562

決算額

区分

（単位：百万円）

推計額

（単位：百万円）

区分
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２　歳出

平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成 平成

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

１．人件費 8,457 8,159 8,050 7,837 7,722 7,690 7,559 7,492 7,357 7,030 6,958 6,842 6,728 6,884

２．扶助費 5,154 6,060 6,521 6,669 7,231 9,477 9,941 10,111 10,318 11,010 12,392 13,088 12,898 13,023

３．公債費 4,117 4,064 4,176 4,015 3,912 4,545 4,897 4,946 5,438 5,727 5,700 6,074 6,267 6,350

４．物件費 6,219 5,726 5,601 5,346 5,560 5,632 5,815 5,648 5,548 6,042 6,292 6,356 6,440 6,328

５．維持補修費 278 392 370 420 417 432 444 450 367 410 470 478 479 471

６．補助費等 4,891 5,338 5,050 4,861 7,768 5,880 4,747 4,629 4,779 4,896 4,934 4,803 5,671 5,259

７．積立金 2 4 603 83 3,963 1,390 507 1,062 1,066 723 812 609 451 410

８．繰出金 4,989 5,621 5,394 5,626 5,707 5,775 5,890 5,635 5,747 5,675 6,400 6,017 5,801 6,697

９．普通建設事業費 3,231 4,116 4,587 6,919 8,173 8,083 7,905 7,697 6,244 7,996 5,252 4,736 5,271 4,243

10．その他 42 48 4,683 4,569 4,693 4,150 244 80 74 71 228 179 87 39

歳出合計 37,380 39,528 45,035 46,345 55,146 53,054 47,949 47,750 46,938 49,580 49,438 49,182 50,093 49,704

（単位：百万円）

令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 １１年度 １２年度

１．人件費 6,904 7,175 7,347 7,369 7,391 7,413 7,435 7,458 7,480 7,502 7,525 7,547

２．扶助費 13,320 13,938 14,013 14,094 14,182 14,277 14,379 14,513 14,656 14,807 14,967 15,137

３．公債費 6,169 6,148 5,855 5,748 5,560 5,261 5,045 4,627 4,503 4,479 4,395 4,219

４．物件費 6,376 6,425 6,414 6,404 6,394 6,384 6,374 6,363 6,353 6,343 6,333 6,323

５．維持補修費 500 525 551 578 607 607 607 607 607 607 607 607

６．補助費等 5,222 5,019 5,027 4,847 4,837 4,827 4,817 4,807 4,798 4,788 4,777 4,767

７．積立金 106 112 112 115 115 118 118 118 118 118 118 118

８．繰出金 6,486 6,387 6,432 6,254 6,162 6,040 5,963 5,854 5,856 5,859 5,862 5,865

９．普通建設事業費 2,962 2,850 2,684 2,704 2,763 2,813 2,959 3,357 3,272 3,219 3,194 2,979

10．その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

歳出合計 48,045 48,579 48,435 48,113 48,011 47,740 47,697 47,704 47,643 47,722 47,778 47,562

（単位：百万円）

区分

決算額

区分

推計額
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参考資料 

①都市基盤・生活環境の整備状況 

 

 

【道路の整備状況】                         （単位：ｍ、㎡、％） 

 実延長ｍ 面積㎡ 
改良済延長

ｍ 

舗装済延長

ｍ 

自動車交通

不能道路延

長ｍ 

歩道延長ｍ 改良率％ 舗装率％ 

自動車交通

不能路比

率％ 

合併前 1,727,927 7,654,711 814,948 1,003,288 646,229 117,357 47.2 58.1 37.4 

新市現況 1,780,355 8,570,130 869,153 1,099,438 604,714 159,472 48.8 61.8 34.0 

（資料）（合併前：平成 14年公共施設状況調査 新市現況：平成 31年 4 月 1日現在道路施設現況） 

 

【水道の整備状況】                      （単位：箇所、人、千㎡、％） 

   

総数 上水道 専用水道 

普及率 
箇所数 給水人口 年間給水量 箇所数 給水人口 年間給水量 箇所数 給水人口 

合併前 4 133,350 15,086 3 133,192 14,867 1 158 91.0 

新市現況 9 137,199 16,518 1 137,199 16,518 8 0 97.9 

県 88.0 

県 94.6 

（資料）（合併前：平成 14年度 茨城県の水道  新市現況：平成 29年度 茨城県の水道） 

 

【汚水処理施設の普及状況】                    （単位：人、％） 

 
汚水処理人口 

公共下水道 

普及率 

汚水処理人口 

普及率 
公共下水道 農業集落排水施設 

合併処理浄化槽 

処理人口 
計 

合併前 70,338 8,315 14,717 93,370 47.2 62.6 

新市現況 85,069 11,786 19,152 116,007 59.4 81.0 

県 45.6 65.3 

県 62.4 84.8 

（資料）（合併前：平成 14年公共施設状況調査  新市現況：平成 30年度古河市下水道事業概要） 

 

【し尿処理の状況】     （単位：人、kl） 

 

 

 

 

 

（資料）（合併前：平成 14年公共施設状況調査 新市現況：平成 30年度一般廃棄物処理実態調査） 

 

 

 

 

 

 計画収集人口 
収集量 

（し尿浄化槽） 

合併前 149,100 43,108 

新市現況 143,738 29,437 
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②公共的施設等の状況 

 

【教育・保育施設の状況】                      （単位：箇所、人、％） 

  
箇所数 定員 

対象者

数 

対象者に対する

定員の割合 

総数 幼稚園 
保育所

等 

認定 

こども園 
総数 

教育 

(1 号) 

保育 

(2 号 3 号） 
総数 

保育 

(2・3 号) 

合併前 42 23 19  3,921  2,531  1,390  7,994 49.0 17.4 

新市現況 44 5 25 14 4,789  2,060  2,729  6,173 77.6 44.2 

※定員数のうち教育（１号）は在籍児童数となっている。 

※対象者数は、0 歳から 5 歳までの人口（常住人口調査）。 

※保育所等には地域型保育施設を含み、認可外保育施設を含まない。 

 

県 47.8 21.1 

県 77.8 49.4 

 

 

【小学校の状況】                           （単位：校、人） 

 学校数 学級数 児童数 教員数 
人口千人当た

りの学校数 

教員一人当た

りの児童数 

合併前 23  343 8,755 499 0.156 17.55 

新市現況 23  341 7,071 480 0.165 14.73 

県 0.195 17.22 

県 0.164 14.71 

（資料）（合併前：平成 16年学校基本調査  新市現況：令和元年 学校基本調査） 

 

【中学校の状況】                           （単位：校、人） 

 学校数 学級数 生徒数 教員数 
人口千人当た

りの学校数 

教員一人当た

りの生徒数 

合併前 9  149 4,630 301 0.061 15.38 

新市現況 9  138 3,422 262 0.065 13.06 

県 0.081 15.30 

県 0.073 12.55 

（資料）（合併前：平成 16年学校基本調査  新市現況：令和元年 学校基本調査） 

（資料）（合併前：平成 14 年公共施設状況調査   新市現況：平成 31 年 4 月 1 日時点現況） 
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【社会福祉施設の状況】（新市現況）                      （単位：人） 

高齢者施設 施設名 定数 

指定介護老人福祉施設  

（特別養護老人ホーム） 

愛光園 80 

わたらせ 50 

白英荘 100 

愛和苑 80 

希望の森 90 

みどりの里 90 

秋明館 90 

四季の郷 50 

みどりの丘 50 

介護老人保健施設 平成園 100 

まくらがの郷 100 

青嵐荘ケア・アシスタンス 70 

けやきの舎 100 

介護療養型医療施設 はまだクリニック 19 

認知症対応型通所介護 グループホームローズマリー 3 

わたらせデイサービスセンター 5 

認知症対応型共同生活

介護 

（グループホーム） 

グループホームローズマリー 18 

グループホーム南風 15 

グループホームみやびの里 18 

グループホームにれの木桃花寮 9 

グループホーム秋明館 18 

グループホームつばさ 18 

グループホームももの舎 18 

グループホームつばさＤｕｏ 18 

グループホーム愛和苑 18 

グループホーム菜の花 18 

小規模多機能型居宅介

護 

蒼天の郷 25 

ポプリ 25 

レーベンス古河 仁寿苑 29 

ケアハウス 下総プリンスクラブ 20 

ケアハウスみどりの里 20 

老人福祉センター 古河老人福祉センター - 

総和老人福祉センター - 

在宅介護支援センター 愛光園 - 

平成園 - 

わたらせ - 

青嵐荘 - 

白英荘 - 

バックアップ - 

みどりの里 - 

秋明館 - 
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障害者福祉施設 施設名 定員 

障害者支援施設（施設入

所支援） 

青嵐荘蕗のとう舎 40 

青嵐荘療護園 50 

青嵐荘つくし園 40 

障害福祉サービス事業

所（療養介護） 
芳香会病院 青嵐荘療育園 50 

障害福祉サービス事業

所（共同生活介護・共同

生活援助） 

ふきのとう 4 

芳春のいえ 12 

輝希のいえ 5 

栄花 4 

コスモス 20 

桜寮 6 

きずな 10 

NPO 法人 自立支援センター 4 

グループホームこうやの森 28 

ひびき 7 

グループホーム 平吉ヤシキ 9 

まくらがの里 グループホーム どんぐり 18 

あじさい学園ホーム 25 

障害福祉サービス事業

所（生活介護） 

青嵐荘蕗のとう舎 60 

青嵐荘療護園 50 

青嵐荘つくし園 54 

青嵐荘療育園通所事業所 5 

まくらがの里どんぐり 14 

障がい福祉センターみらい 15 

いちばん星 30 

多機能型事業所おおぞら 40 

多機能型事業所たんぽぽ 6 

多機能型事業所デコベル 10 

障害福祉サービス事業

所（就労継続支援） 

あじさい学園 49 

障がい福祉センターみらい 30 

サフラン工房 25 

就労支援クリーベル 20 

いちばん星 10 

多機能型事業所おおぞら 20 

多機能型事業所たんぽぽ 28 

多機能型事業所デコベル 40 

みらいの翼 10 

たから学園 三和 20 

くるみ 20 

就労継続支援 A 型事業所 遼 34 

総活躍 古河 20 

就労支援サービス イマココ古河 14 

パンでリハみらい 10 
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障害者福祉施設 施設名 定員 

障害福祉サービス事業所

（就労移行支援） 

あじさい学園 8 

サフラン工房 6 

就労支援クリーベル 10 

みらいの翼 10 

たから学園 三和 10 

まくらがの里どんぐり 6 

多機能型事業所たんぽぽ 12 

就労支援サービス イマココ古河  

障害福祉サービス事業所

（自立訓練）生活訓練 

まくらがの里どんぐり 6 

サフラン工房 6 

就労支援サービス イマココ古河 6 

障害福祉サービス事業所

（自立訓練）機能訓練 
青嵐荘療育園通所事業所  6 

地域活動支援センター ふれあい   

みどりの家 夢   

 

児童福祉施設 施設名 定員 

医療型障害児入所施設 芳香会病院 青嵐荘療育園 50 

障害児通所施設（放課後

等デイサービス） 

まくらがの里放課後等デイサービスさくらんぼ 10 

クリーベル放課後児童デイサービス 10 

青い鳥児童デイサービス 15 

青嵐荘療育園通所事業所 5 

放課後等デイサービスみらい 10 

総和中央病院児童発達支援事業所はなもも 15 

紙ひこうき 10 

脳を育てる運動療育センター 古河教室 10 

脳を育てる運動療育センター 古河東教室 10 

放課後等デイサービス 創育舎 10 

脳を育てる運動療育センター 古河西教室 10 

古河市児童発達支援センターぐるんぱ 10 

総合発達支援デイサービスきぼう 10 

からふる古河 10 

障害児通所施設（児童発

達支援） 

古河市児童発達支援センターぐるんぱ 28 

青い鳥児童デイサービス 10 

青嵐荘療育園通所事業所 5 

脳を育てる運動療育センター 古河教室 10 

総和中央病院児童発達支援事業所はなもも 20 

多機能型重症児デイサービス Titta 5 

総合発達支援デイサービスきぼう 10 

障害児通所施設（居宅訪

問型児童発達支援） 
多機能型重症児デイサービス Titta 2 

（資料：保健医療福祉施設等一覧） 

 

 



   47 

【医療施設及び医師の状況】                    （単位：箇所、床、人） 

  

医療施設 医師 

病院 一般診療所 歯科

診療

所施

設数 

保健セ

ンター

施設数 

人口

10 万

人あた

り施設

数 

合計 病院 

一般

診療

所 

一般診

療所

（歯科） 

人口

10 万

人あた

り医師

数 

施設

数 
病床数 施設数 

病床

数 

合併前 8 1,508 78 187 64 2 103.6 250 76 80 94 170.4 

新市現況 8 1,662 83 65 68 1 114.9 313 113 87 113 224.7 

          
県 107.6   

  

  

  

  

  

県 192.6 

県 119.9 県 250.1 

（資料）（合併前：平成 14年茨城県医療施設調査、平成 14 年茨城県医師・歯科医師・薬剤師調査 

新市現況：令和元年現況、平成 28年茨城県医師・歯科医師・薬剤師調査） 

 

【文化・スポーツ施設の状況】 （新市現況）        

区分 施設名称 施設の概要等 

文
化
施
設 

古河図書館 蔵書総数 107,454 冊 

スペースＵ古河 収容定数 360 人 

古河文学館 作家永井路子氏をはじめ古河ゆかりの作家の資料を展示 

永井路子旧宅 作家永井路子氏が 3 歳から 24 歳まで過ごした住居を公開 

古河歴史博物館 古河公方や古河藩に関わる重文などの文化財を展示 

三和資料館 三和地区を中心とする歴史資料・文化財を展示 

奥原晴湖画室 明治時代を代表する南画家の画室を公開 

篆刻美術館 日本初の篆刻専門の美術館 

古河街角美術館 美術分野における市民創作活動の場としても活用 

鷹見泉石記念館 古河藩家老鷹見泉石の晩年の住居と伝わる屋敷を公開 

三和図書館 蔵書総数 171,413 冊 

ス
ポ
ー
ツ
施
設 

古河体育館 アリーナ、柔剣道場、トレーニング室、相撲場 

古河市民球場 野球場(硬式可)、観客スタンド 

古河サッカー場 サッカー場 、補助競技場、芝生観客席 

古河テニス場 テニスコート 6 面 

新久田テニス場 テニスコート 2 面(ソフトテニス場) 

リバーフィールド古河 渡良瀬川の河川敷を利用したｽﾎﾟｰﾂﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ施設 

古河スポーツ交流センター プール、トレーニング施設、宿泊・研修施設 

中央運動公園 総合体育館、陸上競技場、テニスコート 6 面、温水プール、サッ

カー広場、自由広場 

丘里公園野球場兼ソフトボール場 野球場（硬式可）、ソフトボール場 

北利根北公園野球場・テニス場 野球場、ソフトボール場、テニスコート 4 面 

北利根南公園ソフトボール場 ソフトボール場、少年野球場 

上大野グラウンド ソフトボール場 4 面、少年野球場 4 面、ｻﾌﾞｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ１面  

三和健康ふれあいｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ メインアリーナ、サブアリーナ、 トレーニング室、温水プール 

三和農村環境改善センター グラウンドゴルフ場１６ホール、テニスコート２面 

三和野球場 野球場（硬式可）、ソフトボール場 

諸川コミュニティパーク ソフトボール場、少年野球場 

尾崎ファミリースポーツ公園 ソフトボール場、少年野球場 

東山田公園 ソフトボール場、少年野球場 

（資料：令和元年現況） 
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③行財政の状況 

 

【歳入歳出決算（普通会計）の推移】                    （単位：千円） 

歳   入 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

新市現況 51,361,972 50,869,098 51,770,980 50,834,605 

歳   出 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

新市現況 49,437,635 49,181,689 50,093,071 49,703,963 

（資料：地方財政状況調査） 

【自主財源比率の推移】                           （単位：％） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

新市現況 47.57 48.98 49.11 50.47 

類似団体 53.17 56.09 54.47 56.14 

（資料：地方財政状況調査） 

【義務的経費の割合の推移】                         （単位：％） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

新市現況 50.67 52.87 51.69 52.83 

類似団体 46.52 42.48 44.98 41.56 

（資料：地方財政状況調査） 
 

【経常収支比率の推移】                           （単位：％） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

新市現況 87.8 89.8 89.7 91.3 

県内市 88.2 90.8 90.6 92.0 

県内町村 85.9 88.7 89.5 91.0 

類似団体 87.9 90.4 89.9 90.9 

（資料：地方財政状況調査） 

 

【財政力指数の推移】                            （単位：％） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

新市現況 0.76 0.75 0.74 0.75 

県内市 0.71 0.71 0.71 0.71 

県内町村 0.66 0.67 0.67 0.67 

類似団体 0.80 0.82 0.84 0.82 

（資料：地方財政状況調査） 

【公債費負担比率】                             （単位：％） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

新市現況 15.2 17.0 17.4 17.6 

県内市 12.4 12.8 13.0 13.3 

県内町村 9.6 9.8 10.0 10.2 

類似団体 13.2 12.8 13.0 12.2 

（資料：地方財政状況調査） 
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【議員数（令和元年 11月 1 日現在）】                  （単位：人） 

 任期満了年月日 法定数Ａ 現行条例定数Ｂ 

合併前（平成 16 年 8 月 1 日現在） Ｈ20.2.10 34 73 

新市現況（令和元年 11 月 1 日現在） R5.4.30 - 24 

 
 

【職員数（普通会計ベース Ｈ31.4.1現在）】         （単位：人） 

 職員数 市民千人あたりの職員数 

合併前（平成 15 年 4 月 1 日現在） 966 6.57 

新市現況（平成 31 年 4 月 1 日現在） 780 5.44 

（資料）（合併前：平成 14年度地方財政状況調査  新市現況：平成 31 年度地方財政状況調査） 

 

【年代別職員構成（普通会計ベース）】                    （単位：人、歳、％） 

 職員総計 

 

平均年齢 18歳 

～ 

23歳 

24歳 

～ 

31歳 

32歳 

～ 

35歳 

36歳 

～ 

39歳 

40歳 

～ 

47歳 

48歳 

～ 

51歳 

52歳 

～ 

55歳 

56歳 

～ 

59歳 

60歳 
60歳 

以上 

合併前 966 14 172 127 75 176 177 155 70 0 0 42.53 

新市現況 780 40 133 76 51 185 136 68 64 13 14 42.30 

合併前構成比 100.0 1.4 17.8 13.1 7.8 18.2 18.3 16.0 7.2 0 0 － 

新市現況 

構成比 
100.0 5.1 17.1 9.7 6.5 23.7 17.4 8.7 8.2 1.7 1.8 － 

（資料）（合併前：平成 14年度地方財政状況調査  新市現況：平成 31 年度地方財政状況調査） 
 
 
 
【一部事務組合・協議会の状況】 （新市現況）           

組織名等 概要 その他の構成市町村 

茨城西南地方広域市町村圏
事務組合 

養護老人ホーム、消防、特殊湛水防除 
下妻市、坂東市、常総市、
八千代町、五霞町、境町 

清水丘診療所事務組合 診療所 坂東市 

さしま環境管理事務組合 
し尿、ごみ、斎場、コミュニティーセンター、

運動場、最終処分場 
坂東市、五霞町、境町 

（資料：平成 30年度茨城県市町村概況） 

 

 

【公営企業会計の状況】 （新市現況）  

 事業名 備考 

法適用 水道事業  

非適用 

公共下水道事業 令和 2年度より一部法適用 

ゴルフ場事業  

農業集落排水事業  

特定環境保全公共下水道事業  

宅地造成事業  

 （資料：令和元年度現況） 
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【第３セクター等の状況】 （新市現況）  

区分 法人名 
当該市町村出
資額及び出資

比率(千円） 

主要業務 

職員数 
その他パー

ト・嘱託 うち市町か

らの派遣数 

出 資 割 合 が
25％以上の 

法人 

㈱古河市情報センター 
10,200

（51.0％） 
システム製品販売事業、ソフト開発
事業等 

7 

 

0 

(一財）古河市地域振興公社 
63,001

（100％） 

古河総合公園、斎場、ネーブルパー
ク、中央運動公園温水プール、三和

ふるさとの森、ファミリーサポートセン
ター、子育て広場等の管理運営 

51 

71 

2 

出 資 割 合 が

25％未満の 
法人 

㈱雪華 
10,000 
（20％） 

市民主体の包括的なまちづくり事業 

2 

 

0 

    （資料：令和元年 10 月 1日現況） 

 

 


